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３年市長提出第３０号議案  

   新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部改正に伴う関係条例の

整理に関する条例の制定について  

 新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部改正に伴う関係条例の整理

に関する条例を次のように定めるものとする。  

  令和３年３月３日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德 

新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部改正に伴う関係条例の

整理に関する条例  

 （瀬戸市新型コロナウイルス感染症対策基金条例の一部改正）  

第１条 瀬戸市新型コロナウイルス感染症対策基金条例（令和２年瀬戸市

条例第１９号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第２条 本市は、新型コロナウイルス感染症（病

原体がベータコロナウイルス属のコロナウイル

ス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界

保健機関に対して、人に伝染する能力を有する

ことが新たに報告されたものに限る。）である

感染症をいう。以下同じ。）対策の推進を図る

ため、瀬戸市新型コロナウイルス感染症対策基

金（以下「基金」という。）を設置する。 

第２条 本市は、新型コロナウイルス感染症（新

型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４

年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規定

する新型コロナウイルス感染症をいう。以下同

じ。）対策の推進を図るため、瀬戸市新型コロ

ナウイルス感染症対策基金（以下「基金」とい

う。）を設置する。 

  

 （瀬戸市国民健康保険条例の一部改正） 

第２条 瀬戸市国民健康保険条例（昭和３６年瀬戸市条例第１号）の一部

を次のように改正する。  
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 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険

者等に係る傷病手当金） 

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険

者等に係る傷病手当金） 

第５条 給与等（所得税法第２８条第１項に規定

する給与等をいい、賞与（健康保険法第３条第

６項に規定する賞与をいう。）を除く。以下同

じ。）の支払を受けている被保険者が療養のた

め労務に服することができないとき（新型コロ

ナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイ

ルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中

華人民共和国から世界保健機関に対して、人に

伝染する能力を有することが新たに報告された

ものに限る。）である感染症をいう。以下同じ 

。）に感染したとき又は発熱等の症状があり当

該感染症の感染が疑われるときに限る。）は、

その労務に服することができなくなった日から

起算して３日を経過した日から労務に服するこ

とができない期間のうち労務に就くことを予定

していた日について、傷病手当金を支給する。 

第５条 給与等（所得税法第２８条第１項に規定

する給与等をいい、賞与（健康保険法第３条第

６項に規定する賞与をいう。）を除く。以下同

じ。）の支払を受けている被保険者が療養のた

め労務に服することができないとき（新型イン

フルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律

第３１号)附則第１条の２に規定する新型コロ

ナウイルス感染症に感染したとき又は発熱等の

症状があり当該感染症の感染が疑われるときに

限る。）は、その労務に服することができなく

なった日から起算して３日を経過した日から労

務に服することができない期間のうち労務に就

くことを予定していた日について、傷病手当金

を支給する。 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 
  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。  

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２

４年法律第３１号）の一部改正に伴い、瀬戸市新型コロナウイルス感染症

対策基金条例及び瀬戸市国民健康保険条例中所要の事項を整理するため必
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要があるからである。  
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３年市長提出第３１号議案  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正について  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

るものとする。  

令和３年３月３日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

瀬戸市職員の給与に関する条例（昭和３６年瀬戸市条例第４号）の一部

を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（給与の減額） （給与の減額） 

第２３条 ＜省略＞ 第２３条 ＜省略＞ 

第２３条の２ 職員が市長の承認を得て（市長が

規則で定めるものに限る。）正規の勤務時間中

に勤務しないときは、勤務時間条例第８条の２

第１項に規定する時間外勤務代休時間、祝日法

による休日等又は年末年始の休日等である場合 

、休暇による場合その他任命権者が定める場合

を除き、その勤務しない１時間につき、第２２

条第２項に規定する勤務１時間当たりの給与額

を減額する。 

 

（再任用職員についての適用除外） （再任用職員についての適用除外） 

第２３条の３ ＜省略＞ 第２３条の２ ＜省略＞ 

   附 則    附 則 

（新型コロナウイルス感染症により生じた事態

に対処するための職員の感染症防疫手当の特例 

） 

（新型コロナウイルス感染症により生じた事態

に対処するための職員の感染症防疫手当の特例 

） 
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１９ 別表第３感染症防疫手当の項に規定するも

ののほか、職員が、市長が定める場所において 

、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータ

コロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年

１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対

して、人に伝染する能力を有することが新たに

報告されたものに限る。）である感染症をいう 

。以下同じ。）から市民等の生命及び健康を保

護するために緊急に行われた措置に係る作業で

あって、市長が定めるものに従事した場合は、

感染症防疫手当を支給する。この場合において 

、別表第３感染症防疫手当の項の規定は、適用

しない。 

１９ 別表第３感染症防疫手当の項に規定するも

ののほか、職員が、市長が定める場所において 

、新型コロナウイルス感染症を指定感染症とし

て定める等の政令（令和２年政令第１１号）第

１条に規定する新型コロナウイルス感染症（以

下「新型コロナウイルス感染症」という。）か

ら市民等の生命及び健康を保護するために緊急

に行われた措置に係る作業であって、市長が定

めるものに従事した場合は、感染症防疫手当を

支給する。この場合において、別表第３感染症

防疫手当の項の規定は、適用しない。 

  

附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第１９項

の改正規定は、公布の日から施行する。  

 （瀬戸市職員の育児休業に係る給与等に関する条例の一部改正）  

２ 瀬戸市職員の育児休業に係る給与等に関する条例（昭和５１年瀬戸市

条例第３０号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（短時間勤務職員についての給与条例の特例） （短時間勤務職員についての給与条例の特例） 

第４条の４ 短時間勤務職員（育児休業法第１８

条第１項の規定により採用された職員をいう。 

）についての給与条例の規定の適用については 

、次の表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

第４条の４ 短時間勤務職員（育児休業法第１８

条第１項の規定により採用された職員をいう。 

）についての給与条例の規定の適用については 

、次の表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 
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＜省略＞ 

第２３条の３ ＜省略＞ ＜省略＞ 
 

＜省略＞ 

第２３条の２ ＜省略＞ ＜省略＞ 
 

  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、職員が市長の承認を得て正規の勤務時間中に勤

務しないときに給与を減額することを規定するに当たり、及び新型コロナ

ウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年政令第１１

号）の廃止に伴い、瀬戸市職員の給与に関する条例中所要の事項を改正す

るため必要があるからである。  
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３年市長提出第３２号議案  

瀬戸市介護保険条例の一部改正について  

瀬戸市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとす

る。 

令和３年３月３日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市介護保険条例の一部を改正する条例  

瀬戸市介護保険条例（平成１２年瀬戸市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（保険料率） （保険料率） 

第３条 令和３年度から令和５年度までの各年度

における保険料率は、次の各号に掲げる第１号

被保険者（介護保険法（平成９年法律第１２３

号。以下「法」という。）第９条第１号に規定

する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする 

 。 

第３条 平成３０年度から令和２年度までの各年

度における保険料率は、次の各号に掲げる第１

号被保険者（介護保険法（平成９年法律第１２

３号。以下「法」という。）第９条第１号に規

定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１

２号。以下「令」という。）第３９条第１項

第１号に掲げる者 年額 ２８，７３９円 

⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１

２号。以下「令」という。）第３９条第１項

第１号に掲げる者 年額 ３０，３８６円 

⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 年額

   ３９，５９６円 

⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 年額

   ４１，８６５円 

⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 年額

   ４７，８９８円 

⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 年額

   ５０，６４３円 

⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 年額

   ５６，２０１円 

⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 年額

   ５９，４２２円 
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⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 年額

   ６３，８６４円 

⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 年額

   ６７，５２４円 

⑹ 次のいずれかに該当する者 年額 ７０，

２５１円 

⑹ 次のいずれかに該当する者 年額 ７４，

２７７円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２９２条第１項第１３号に規定する合計

所得金額（以下「合計所得金額」とい

う。）（租税特別措置法（昭和３２年法律

第２６号）第３３条の４第１項若しくは第

２項、第３４条第１項、第３４条の２第１

項、第３４条の３第１項、第３５条第１

項、第３５条の２第１項、第３５条の３第

１項又は第３６条の規定の適用がある場合

には、当該合計所得金額から令第２２条の

２第２項に規定する特別控除額を控除して

得た額とし、当該合計所得金額が零を下回

る場合には、零とする。以下この項におい

て同じ。）が１２０万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しない者 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２９２条第１項第１３号に規定する合計

所得金額（以下「合計所得金額」とい

う。）（租税特別措置法（昭和３２年法律

第２６号）第３３条の４第１項若しくは第

２項、第３４条第１項、第３４条の２第１

項、第３４条の３第１項、第３５条第１

項、第３５条の２第１項又は第３６条の規

定の適用がある場合には、当該合計所得金

額から令第２２条の２第２項に規定する特

別控除額を控除して得た額とする。以下こ

の項において同じ。）が１２０万円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しな

い者 

イ ＜省略＞ イ ＜省略＞ 

⑺ 次のいずれかに該当する者 年額 ７９，

８３０円 

⑺ 次のいずれかに該当する者 年額 ８４，

４０５円 

ア 合計所得金額が２１０万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

ア 合計所得金額が２００万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ ＜省略＞ イ ＜省略＞ 

⑻ 次のいずれかに該当する者 年額 ８９，

４１０円 

⑻ 次のいずれかに該当する者 年額 ９４，

５３４円 

ア 合計所得金額が３２０万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

ア 合計所得金額が３００万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ ＜省略＞ イ ＜省略＞ 

⑼ 次のいずれかに該当する者 年額 ９８，

９９０円 

⑼ 次のいずれかに該当する者 年額 １０

４，６６３円 

ア及びイ ＜省略＞ ア及びイ ＜省略＞ 

⑽ 次のいずれかに該当する者 年額 １１ ⑽ 次のいずれかに該当する者 年額 １１
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１，７６２円 ８，１６７円 

ア及びイ ＜省略＞ ア及びイ ＜省略＞ 

⑾ 次のいずれかに該当する者 年額 １２

４，５３５円 

⑾ 次のいずれかに該当する者 年額 １３

１，６７２円 

ア及びイ ＜省略＞ ア及びイ ＜省略＞ 

⑿ 次のいずれかに該当する者 年額 １３

７，３０８円 

⑿ 次のいずれかに該当する者 年額 １４

５，１７７円 

ア及びイ ＜省略＞ ア及びイ ＜省略＞ 

⒀ 前各号のいずれにも該当しない者 年額 

１５０，０８１円 

⒀ 前各号のいずれにも該当しない者 年額 

１５８，６８２円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者について

の保険料の減額賦課に係る令和３年度から令和

５年度までの各年度における保険料率は、同号

の規定にかかわらず、年額１５，９６６円とす

る。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者について

の保険料の減額賦課に係る令和２年度における

保険料率は、同号の規定にかかわらず、年額１

６，８８１円とする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号

被保険者についての保険料の減額賦課に係る令

和３年度から令和５年度までの各年度における

保険料率について準用する。この場合におい

て、前項中「１５，９６６円」とあるのは、

「２３，６３０円」と読み替えるものとする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号

被保険者についての保険料の減額賦課に係る令

和２年度における保険料率について準用する。

この場合において、前項中「１６，８８１円」

とあるのは、「２４，９８４円」と読み替える

ものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和３年度から令和５年度までの各年度におけ

る保険料率について準用する。この場合におい

て、第２項中「１５，９６６円」とあるのは、

「４４，７０５円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和２年度における保険料率について準用す

る。この場合において、第２項中「１６，８８

１円」とあるのは、「４７，２６７円」と読み

替えるものとする。 

５ ＜省略＞ ５ ＜省略＞ 

   附 則    附 則 

 （介護予防・日常生活支援総合事業等に関する

経過措置） 

（介護予防・日常生活支援総合事業等に関する

経過措置） 

第８条 ＜省略＞ 第８条 ＜省略＞ 

 （令和３年度から令和５年度までの保険料率の  



１０ 

 

算定に関する基準の特例） 

第９条 第１号被保険者のうち、令和２年の合計

所得金額に所得税法（昭和４０年法律第３３

号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る

所得が含まれている者の令和３年度における保

険料率の算定についての第３条第１項（第６号

ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、第１０号

ア、第１１号ア、第１２号ア及び第１３号に係

る部分に限る。）の規定の適用については、同

項第６号ア中「租税特別措置法」とあるのは、

「所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８

条第１項に規定する給与所得及び同法第３５条

第３項に規定する公的年金等に係る所得の合計

額については、同法第２８条第２項の規定によ

って計算した金額及び同法第３５条第２項第１

号の規定によって計算した金額の合計額から１

０万円を控除して得た額（当該額が零を下回る

場合には、零とする。）によるものとし、租税

特別措置法」とする。 

 

２ 前項の規定は、令和４年度における保険料率

の算定について準用する。この場合において、

同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」

と読み替えるものとする。 

 

３ 第１項の規定は、令和５年度における保険料

率の算定について準用する。この場合におい

て、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４

年」と読み替えるものとする。 

 

  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の瀬戸市介護保険条例第３条の規定は、令和３



１１ 

 

年度分の保険料から適用し、令和２年度以前の年度分の保険料について

は、なお従前の例による。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、第８期瀬戸市介護保険事業計画の策定に伴う保

険料率の改正及び介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）の一部

改正に伴い、瀬戸市介護保険条例中所要の事項を改正するため必要がある

からである。  

 

 


